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論 文 内 容 の 要 旨
労働力なる商品の取引過程については、これまでA.実在説一①商品売買説、一②賃貸借説、B.





















フ ィ クデ ィ シ ャ ス
ない次第を示す。これをつ うじて、労働力商品は剰余価値の存在を導 くだめの擬 制 的商品であるこ
とを明らかにする。
第二章では、「労働力の売買」は 「労働の売買」をその実現形式 として伴わざるをえないという'
点をさらに掘 り下げ、(1)労資のあいだの取引を 「労働の売買」 として捉える認識が必ず しも剰余価










とい う、②の点にあることが示 され る。
第三章では、以上の考察をもとに、「労働力の売買」にたいす る本稿の基本的理解を示す。`ここ
での中心的な論点は、「労働力商品」が取引当事者たちの意識か ら隔絶 した存在であるために、そ




設定 されたカテゴリーであ り、資本家 と労働者がおかれる流通部面 と生産部面の構造的連関の全体
において、はじめて機能的意義を与えられる概念である。それはこの意味で、実体的概念なのでは
なくいわば機能的概念なのである。
そ こで 「労働力の売買」の成立を考える場合には、 この資本家と労働者がおかれる流通部面と生
産部面の構造的連関の全体の成立を考える必要がある。その手掛か りとなるのは、「労働力の売買」











の集積 とそこから生ずる熟練の解体 とい う事情を、r資本論』の相対的剰余価値論の叙述をつ うじ
て追認 しつつ、取引形式の面から、「労働の売買」の 「労働力の売買」への転化を扱 う。すなわち
独 自に資本主義的な生産構造 とこれを基礎とする労働者統制手段の成立による労働構造の変化が、
流通部面における 「労働の売買」 とい う取引を変化させて、あたかも人間の 「労働の支出源」とし
ての労働力が取引されるかのような現象を うみだすこと、そして 「労働力の売買」 という定式は、
こうした取引を労働能力をモノになぞらえる形で、分析的立場から設定された擬制的商品にすぎな
いこと、を提示する。
第六章では、労働力の価値規定 とい う側面から、「労働の売買」の 「労働力の売買」への転化過
程を考察する。まず、①労働者の生産手段からの分離、②労働者の作業場への集積、③熟練の解体、
という三つの条件が整えられることに よって、労働者に支払われる賃金は生産物に対象化される価
値の水準(v+m)か ら、労働者の維持費(v)の 水準へと引き下げられる。 ところが、すでに取
引対象はr労働」か ら 「労働力」へ と変更されて しまっているので、この労働者の維持費にまで引
き下げられた賃金価値が、分析的立場から 「労働力の価値」として認定 されるのである。次いで、
「労働力の価値」にそくしてこの商品の擬i制的性格を提示する。すなわち取引対象として労働力な
るものが存在 しないなら、労働力の価値概念も真実には存在 しえず、賃金価値をそれに帰属させ う
るものとして存在 しうるのは労働者の維持費だけであること、さらに、子供の養育費の規定を検討
す ることをつうじて、 との労働者の維持費は、は じめから労働者家族の維持費として規定されねぽ
ならず、この点で、労働者本人の労働能力の維持費を 「労働力の価値」と規定する労働力商品のモ




買」が、現実にはどのような形で存在するのか、とい う問題を扱 う。まずr資 本論』第一部、第八
章 「労働 日」の叙述を検討 しつつ、「労働力の売買」の相異なる三つの認識準位を提示する。すな
わち、・'A.労働 日と労働強度が可変的な 「労働力の売買」(これは労働 日の変動幅に応 じてさらに
三つの形態に区分 される)B.労 働 日と労働強度が雇用契約期間中は一定である、したがって支出




にその現実態を確定 し、それ らの相互の関連を考察する。最後に、こうして示された 「労働力の売
買」の現実態から、いかに して 「仮象」 としての労賃形態が導かれるか、またこの 「仮象」として
の労賃形態が 「労働力の売買」と呼ぼれる取引にたいしてはたす役割を考察することによって、「労
働力の売買」と 「労働の売買」 との関連を総括す る。






力の売買」と 「労働の売買」とを対比的に考察 しつつ、両者の区別 と関連を探るとい う方法によっ
て上記の課題に迫ろ う』としている。本論文の構成は、このような課題と方法について述べた 「序章」
と、本論文の末尾に付 した簡潔な 「結言」を別にすれぽ、全七章から成 り、この うち、第四～六章
は同一表題のもとに一つの纏まりをなしている。以下、これら七つの章に即 して本論文内容の要旨
を見てい くことにする。
第一章rr労働の売買』 とr労働力の売買』」では、そもそもマル クスが 「労働の売買」なる取引
を存在 しうると考えていたかどうか、を確定すべ く、彼の諸著作に見られる 「労働の売買」への言
及部分をその文脈上の含意に従い四つのケースに類別 し、それぞれのケースについて詳細な検討を
加えることによって、次の二点を論定 しようとしている。第一に、サーヴィスの売買のある種のも
の(販売者が生産手段を持たない場合)については 「労働の売買」.とい う取引を認め うるが、それ
は労働の成果を取引対象とし、これに対 して貨幣が支払われる取引形式を指すこと。これには、一
定の限定を付せぽ、民法上でい う労務契約の うち、請負 と委任(及 び寄託)が 照応 し、そこでは労
働過程の主体性 ・支配権が売手に属す ること。第二に、マルクスにあっては労働力商品の 「使用価
値」は 「労働」であるとされ、一般商品の場合とは異なる処理がなされているが、それは、・労働力







わち、「労働力の売買」 と 「労働の売買」 との関連は、搾取関係が可視化された 「本質」の世界と
それが隠蔽された 「仮象」の世界との二分法として捉えるべ きではなく、後者とは区別された 「現
われ」形態としての 「労働の売買」が唯一実在的なものであって、そこでは必ず しも剰余価値の隠
蔽(vとv+mと の混同)が 生 じるとは限 らない。「労働の価値」を①労働者の維持費、②労働に
よって形成される価値、とい う二義に解釈する余地があ りうるとすれぽ、両者の区別を明確にしつ
っ、①に依拠 して剰余価値の生産関係を解明することが出来る、 としている。
第三章 「『労働の売買』の 『労働力の売買』への転化」では、著者の積極的な労働力商品概念 と
これを獲得するための基本的視角が提示 される。すなわち、マルクスの 「労働力」または 「労働能
力」は、一面では、「なんらかの種類の使用価値を生産す るときにそのつど運動させる肉体的およ
び精神的諸能力の総体」と超歴史的概念 として捉えられているが、人間の具有するこうした労働能
力が文字通 りに 「商品化」するわけではない。資本が要求するのは一面的な 「労働能力」であって、
資本と労働 との交換は、流通部面 と生産部面 とにわたる 「二つの過程」から構成されている。「労
働力」商品とい うカテゴリーは、その成立経緯か らして、もともと生産過程における資本の独 自な
労働支配を導 くために設定ざれた分析上の説明概念であった。つま り、「労働力の売買」過程にお
ける 「労働力」なるものは、「資本主義的な生産 と流通 との構造全体から客観的に要求される、あ
る種の機能概念」に他ならない。それは、資本主義的な社会関係に規定された 「労働の処分権」が
超歴史的な 「労働能力」概念と重ね合わされたところに成立するフィクティシャスな観念物、しか




能であるか といえば、つまるところ、「労働力の売買」 と呼ばれる取引を 「発生論的」に考察する
こと、換言すれぽ 「労働の売買」が資本主義的に変形 ・変容を受け、「労働力の売買」へ と転成 し
てい く過程を辿ることである、としている。.
そこで続 く第四～六章では、「転化の諸契機(一)、(二N(三)」とい う標題のもとに、「労働の




すわけではな く、「労働の売買」 という過渡的形態を媒介環 とする。すなわち、「労働力の売買」の
成立には、①労働者の生産手段からの分離、②労働者の同一作業場への集積、③労働者の熟練の解
体、とい う三つの契機が必要であるとし、これらによって、労働過程全体の統制権を 「労働」の購
買者が手中にしたとき、「労働力の売買」への転化が開始 される、 としている。 この点を示す歴史















て 「労働者の維持費」にまで押し下げられた 「労働」商品の価値水準が、分析者の立場から 「労働












r資本論』第一部第八章 「労働 日」においてマルクスは、「同等な権利 と権利 とのあいだでは、
力がことを決する」、したがって 「労働 日の標準化は、労働 日の制限をめぐる一一[労資間の]闘
争 として現れる。」 とす る有名な叙述を残 しているが、 これは直接に個別的、実際的な次元におけ






場合、B.そ れ らが不変的な、 したがって支出労働量が一定である場合、C・上記Bか ら価値概念
と価値関係が消去された場合、がそれである。Aは 資本の内的本質的次元に、Cは個別的実際的次
元にそれぞれ属 し、Bは その中間層に位置す る、とされる。しかし、「労働力」なる商品がその実
在性を欠いた擬i制的商品であるとすると、上記A、B、Cに 対応する現実的存在形態をさらに追究
する必要があるが、Aの 現実態は存在 しえず、「一定額の貨幣支払にたいす る、一定量の管理権 ・
指揮権を欠いた形での労働給付」と規定できるBr・ とそこから価値概念を消去 させたCr・ とが





















他面、本論文は論 旨に明快さを欠 く部分を残存させ、結果 として、論理 と歴史との関連、「労働
の売買」と「労働力の売買」との関連等も、著者の期待通 りには解明されていないように思われる。
こうした傾向はとりわけ論文の後段において顕著であり、たとえぽ 「労働の売買」から転化を挙げ
た 「労働力の売買」が、再び虚偽の形態たる 「労働の売買」へと 「歪曲的に崩れ去る」回帰の論理
や、「労働力の売買」の認識準位設定の必然性等を論 じた個所では、総 じて議論が晦渋でスペキ ュ
ラティヴな色彩を帯び、これによって論文全体の纏まりや論理的一貫性が減殺されている、と言わ
経48
ざるを得ない。 また、使用する用語(た とえば 「サーヴィス」、「有用効果」等)の定義を予め明確
にしてお くことも、論旨の明快さを保持する上で必要なことであろう。
しか し、一般的にいえば、既存の研究の枠組みを超えて新たな境地を拓こうとする場合には、論
理の展開に一貫性を欠くこともままあ り得ることである。如上の点 も氏の今後の研究によって克服
されてい くことを期待 したい。
以上により、本論文は経済学博士論文として合格と判定する。
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